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ボジア（一九九九年四月加盟）は、インドシナ半島中央に位置し、米作を中心とする農業国である。国土面積は一八 ・一万平方キロメートルと日本の半分弱 全耕作面積のうち九五％が米作農地である（二〇〇五年） 。第一次産業の生産額 うち半分を穀物が占め、残りのさらに半分を漁業が占めている。その一方で、一九八〇年代以降急速にシェアを伸ばしている製造業では、生産額でその七五％を占める縫製業が衣料等の輸出で経済を牽引している。
　通貨単位はリエル、実質経済成長率（リ
エル建て）は二〇〇六年に一〇 ・七％、一九九三年から 〇〇六年の一三年間 平均でも八 ・五％と、高い成長率 記録いる。
　二〇〇八年の総人口は一三三九万人、人
口密度は七三 ・ 九（人／平方キロメートル）である。これは、国境を接するタイ（一二三 ・四、 二〇〇六年）やベトナム（二六 ・六、同）より小さく、ラオス
（二四 ・ 三、同）より大きい。　労働力人口では、農業生産性の向上や製造業へのシフトから、第一次産業の比率は一九九九年 七五％ 二〇〇四年には五五％へと下落している （二〇〇四年調査） 。●統計を利用するということ
　さて、我々統計の利用者にとって、興味
の対象である国・地域で、比較可能な形で各種統計が整備されている、というのを理想の状況と考えると、現在は残念ながら十分に満足されていないのが実情であろう。そもそも、統計数値と うのは単体 存在してもそれほど意味のあるも で ない。横断面的、時系列的に比較・検討されて初めて意味を持つのである。
　筆者がこれまで各国・地域における各種
の経済・社会統計を用いてきた経験からすると、統計の整備度合は一国 経済発展段階と正 関連がある、という思いを強くする（それは「 の高さ」が明確に定義さ ない限り実証不可能であるが） 。そして、 同じようなことを感じている、もしくは感じたこと ある分析者は多 の
ではなかろうか。特に日本や米国等、先進国のデータ分析を行った経験をそのまま途上国に当てはめて分析してみようと思った際、 「必要なデータ系列がない」と、途方に暮れた経験を持つ例は多いと思う。国民所得統計といった「基本的」と思われるものさえ未整備である場合もあるし、必要とする期間の が揃わない、などということはしばしば経験するところである。
　なお、各国のマクロ経済データについて


























ド』 には、 このＩＭＦ‐ＩＦＳを主たるデータソースとする「アジア各国・地域 　経済統計」というコーナーがあり、一二の国・地域のデータがまとめられている。試みに、カンボジアにつ て同じ形式で作成してみたのが表２である。
　これを同コーナーと比較してみると、韓









































人口（年央・00万人） .9  .2  .9  .20  .
為替レート（リエル/米ドル） ,9. ,0.25 ,092.5 ,0.25 ,05. ,99. ,00 ,08
国内総生産（0億リエル） 8,55  2,  25,5  29,89  ,5002
（GDP）（0億米ドル） .  5.2  .29  .2  8.
一人当たりGDP（米ドル）   88  5  52  59
GDP実質成長率（%） 9.  0.0  .  0.8  0.
通貨供給量（M2・0億リエル） ,8.  ,28.8  ,92.5  ,9.  ,28.5  ,9. 2,95. 2,50.5
（前年同期比増減率　%） 5.  28.  5.8  0.5  .8 
消費者物価指数（2000=00） 0.8  0.9  .0  9.  2. 
（前年同期比増減率　%） .2  .9  5.  .  5.9 
輸出（fob,00万リエル） ,0  8,8  2,5  ,  ,8
（前年同期比増減率　%） 20.8  2.9  0.  8.5  .5
輸入（cif,00万リエル） ,88  8,2  0,28  2,29  2,98
（前年同期比増減率　%） 5.  2.  25.2  .5  0.
外貨準備高（00万米ドル） 85.  9.  952.  ,5.  ,80.  2,05. 2,2 2,22.2
（出所）IMF-IFS.
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いて、主たる産業分類別の雇用者数が得られる。また、労働者の性別、所属産業などの属性別では、サーベイ（ 〇 年企業調査）に基づい 一時点のデータのみが入手できる。
　以上、駆け足で一回りしてみたが、統計









た方程式群を一つの「連立方程式」とみすものである（もちろん一定のルールに基づいた集合体のことを指 のであり、単に色々と推定してみた雑多な式を集めたものは、マクロ計量モデルとは呼 な ） 。
　連立方程式では、未知変数の個数に対し


































原油、製造業製品）別貿易データについては、アジア経済研究所が一九八〇年代から継続的に「アジ研貿易データベ ス」プロジェクトで開発・維持管理してきた貿易データベースを用いる。この セットは貿易金額と価格指数を、最大限整合性を高めるように作成されており、一九六〇年代からの長期時系列のデータ検索が 能なものである。
　「東アジア貿易リンクモデル」は、現在
のところ貿易のみをチャネルとしたきわめて限定的なものでは が、東アジア全体での整合性のある分析が可能である いう特長を持つ。カンボジア 、データ整備状況を見たところでは、まだリンクシステムへの接続は難しいかと思われる（そもそも需要型カンボジアモデル自体が未完る）が、近い将来には種々の問題点は克服され、 「東アジア貿易リンクモデル」と貿易構造を通じた が試みられることになるだろう。
（うえむら 　じんいち／アジア経済研究所開発研究センター）
学
トレンド・リポート
